
2026年7月22日（水）

予算額到達 又は 2026年11月30日（月）

mailto:sangyo_hojo@city.asahikawa.lg.jp


包装資材等転換支援補助金 申請の手引 2

目次

第1部 事業の概要 ページ

1 この補助金について ・・・・・・・ P3

2 補助対象者 ・・・・・・・ P4

3 補助対象となる事業の考え方 ・・・・・・・ P6

4 補助対象経費の考え方 ・・・・・・・ P7

5 補助対象経費の具体例 ・・・・・・・ P8

6 対象外経費 ・・・・・・・ P14

7 補助事業の流れ ・・・・・・・ P15

8 取組イメージ例 ・・・・・・・ P16

第2部 交付申請の手続き

9 申請受付について ・・・・・・・ P17

10 交付申請に必要な書類 ・・・・・・・ P18

11 申請書の記入方法 ・・・・・・・ P23

第3部 事業実施中・実績報告の手続き

12 変更・中止が必要な場合 ・・・・・・・ P35

13 実績報告・請求に必要な書類 ・・・・・・・ P36

第4部 計算・税務・管理

14 補助金額の計算方法 ・・・・・・・ P40

15 消費税及び地方消費税の取扱い ・・・・・・・ P41

16 関係書類の保存・財産管理 ・・・・・・・ P41

17 交付決定の取消し・補助金の返還 ・・・・・・・ P42

第5部 チェック・問い合わせ

18 よくある不備・注意事項 ・・・・・・・ P43

19 問い合わせ・提出先 ・・・・・・・ P45



包装資材等転換支援補助金 申請の手引 3

第1部 事業の概要

1 この補助金について

包装資材、表示資材、販売用資材、提供用資材、納品用資材等の不足又は価格高騰に対応す

るため、商品の販売、サービス提供又は納品を継続するために必要な仕様変更や販売形態の転

換を行う市内中小企業者等を支援する制度です。

対象となるのは、単に資材を購入する費用ではなく、資材不足又は価格高騰への対応として、

これまでの包装・表示・提供方法・納品形態を見直し、販売・提供・納品を継続するために必

要となる経費です。

項目 内容

補助対象者

市内に主たる事業所を有し、市内で操業している中小企業者、市内に事務

所を有する中小企業団体、市内在住かつ市内で操業し、農業以外の事業を

営む個人事業主

補助対象事業

資材不足又は価格高騰に対応し、販売・サービス提供・納品を継続するた

めに行う仕様変更、代替資材導入、包装・表示・提供方法又は納品形態の

変更等

補助率 補助対象経費の4分の3以内

補助上限額 1事業者当たり150万円

補助金の交付 補助事業完了後に実績報告を審査し、補助金額を確定した後となります

交付申請期間
令和8年7月22日から令和8年11月30日まで

※ただし、予算上限に達し次第終了いたします。

補助対象期間 令和8年4月1日から令和8年12月31日まで

実績報告期限 補助事業完了後30日以内

受付方法
先着順

※予算額に達した場合は受付期間内でも終了

申請・報告方法
①電子申請フォーム

②郵送 → 各種様式はこちら（市ホームページ）

！ 申請書類に不足又は不備がある場合は、受付が完了しません。受付は、必要書類が不足

なく提出され、市が申請内容を確認できる状態となった時点で完了します。

https://logoform.jp/f/DRVcP
https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/500/542/54501/545/d084416.html


第1部 事業の概要

2 補助対象者
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この補助金の対象となるのは、次の要件をすべて満たす事業者です。

対象となる事業者（すべて満たすこと）

1 次のいずれかに該当すること

• 市内に主たる事業所を有し、市内で操業している中小企業者

• 市内に事務所を有し、その過半数が中小企業者で組織された中小企業団体

• 市内在住で、かつ市内で操業している個人事業主で、農業以外の事業を営む者

2 旭川市の市税を滞納していないこと

3 同一の申請内容について、国、北海道、旭川市その他の公的機関から補助金等
の交付を受けておらず、今後も受ける予定がないこと

4 申請者が補助事業の実施主体であること

5 同一事業者とみなす法人・個人を含め、この補助金への申請が１件である
こと

※資本金又は出資総額と常時使用する従業員数のいずれか一方が基準以下であれば対象となります。
個人事業主は、常時使用する従業員数により判定します。

中小企業者の判定基準

主たる業種 資本金又は出資総額 常時使用する従業員数

製造業、建設業、運輸業、その他の
業種

3億円以下 300人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

小売業、サービス業 5,000万円以下 100人以下

ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及び
チューブ製造並びに工業用ベルト製
造業を除く）

3億円以下 900人以下

※「同一事業者とみなす法人・個人」とは、次のいずれかに該当する者をいいます。
① グループ会社又は関連会社
② 同一人物が役員等を兼務し、議決権の保有等により、財務、営業又は事業の方針の決定に重要な

影響を与えることができる企業、事業主又は組合
③ その他、事業実態に鑑みて市長が同一事業者と認める者
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2 補助対象者

5

個人事業主、創業間もない事業者及び対象外の取扱いは、次のとおりです。

個人事業主の取扱い

• 農業所得のみを申告している個人事業主は対象となりません。個人の林業又は漁業の

みを営む場合も同様です。

• 農業所得と農業以外の事業所得の双方を申告している場合は、農業以外の事業に係る

取組に限り対象となります。

創業間もない事業者

• 法人で決算期を一度も迎えていない場合は、履歴事項全部証明書、法人設立届出書等、

事業実態が確認できる書類を提出してください。

• 個人事業主で最初の確定申告期限を迎えていない場合は、開業届の控え等、事業実態が

確認できる書類を提出してください。

• 個人事業から法人成りした法人で、法人として決算期を迎えていない場合は、個人事業

時の確定申告関係書類、法人設立届出書及び廃業届等を求める場合があります。

対象とならない者

次のいずれかに該当する者は、補助対象となりません。

• 医師、歯科医師及び助産師

• 農業所得のみを申告している個人事業主、

林業又は漁業のみを営む個人事業主

• 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法

人、公益財団法人、医療法人、学校法人、

社会福祉法人、特定非営利活動法人、農事

組合法人、宗教法人、任意団体

• 別表１に定める中小企業団体に該当しない

協同組合その他の組合

• 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律第２条第５項又は第１３項に規定

する事業を営む者

• 旭川市暴力団排除条例に規定する暴力団

、暴力団員又は暴力団関係事業者

• 政治団体又は宗教上の組織若しくは団体

• 補助金を法令又は公序良俗に反する行為

に利用する者

• 申請者が実施主体であると認められない

事業を申請する者

• 同一事業者とみなす法人・個人から複数

の申請があった場合の、受付完了順で２

件目以降の申請者

包装資材等転換支援補助金 申請の手引
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第1部 事業の概要

3 補助対象となる事業の考え方

対象となる事業は、資材不足又は価格高騰に対応し、商品の販売・サービス提供・納品を継

続するために必要となる、包装・表示・販売用・提供用・納品用資材等の仕様変更、代替資材

の導入、包装・表示・提供方法又は納品形態の変更その他これらに付随する初期的な対応を行

う事業です。

判断軸 確認すること

1 資材の問題 包装・表示・提供・納品用資材が不足、又は価格高騰していること

2 転換の取組
仕様変更、代替資材導入、包装・表示・提供方法又は納品形態の
変更を行うこと

3 継続できる 取組により、商品の販売・サービス提供・納品の継続につながること

！ 「何に変えるか」ではなく「何が変わるか」を確認いたします。紙製資材や再生資源等

への変更に限りません。現状からの変更があり、販売・提供・納品の継続に必要と認め

られる場合は対象となります。

対象となる取組の例

• 従来容器が高騰・入手困難となり別規格の

容器へ変更

• 容器・包装資材変更に伴いラベルサイズ・

表示・版下・印刷データを変更

• 発泡スチロールが調達困難となり段ボール

・紙緩衝材の納品形態へ切替

• 代替資材で販売・提供・納品に使用できる

か試験・確認

• 代替資材や新包装仕様に対応する小規模加

工機器・裁断機・紙緩衝材製造機の導入

対象とならない取組の例

• いつもの包装資材を通常どおり購入

• 価格高騰に備えて多めに資材を購入

• 値上がり分を補うために同じ資材を購入

• 販促チラシ・ポスター・広告物を作成

• 商品パッケージの見た目だけを刷新

• 通常の生産設備を導入又は更新
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第1部 事業の概要

4 補助対象経費の考え方

補助対象経費は、資材不足又は価格高騰に対応し、商品の販売・サービス提供・納品を継続す

るために必要な仕様変更、代替資材の導入、包装・表示・提供方法 又は納品形態の変更に直接

必要な経費です。単に資材を購入する費用ではなく、これまでの包装・表示・提供方法・納品形

態を変更するための費用が対象です。

補助対象期間内に発注又は契約、納品、支払等を行った経費であっても、通常発注、継続購入、

在庫確保を目的とするものは対象外です。

！ 代替資材等への切替に当たり、発注先の最小ロット等により一定数量の発注が必要と

なる場合は、切替初期に必要な最小限の初回発注として対象となる場合があります。

ただし、通常発注・継続購入・在庫確保を目的とする発注は対象外です。

確認項目 確認する内容

資材不足・価格高騰との関係 影響を受けている資材や内容が説明されているか

転換前後の違い 従来の仕様と転換後の仕様が具体的に示されているか

販売等の継続との関係 販売・サービス提供・納品の継続につながるか

初期対応であること サンプル、試作、小ロット、初回発注等として説明できるか

数量・金額の妥当性 最小ロット、発注条件、事業規模等に照らして過大でないか

通常発注との区別 継続購入、在庫確保、通常仕入れではないか
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第1部 事業の概要

5-1 代替資材初期導入費

従来使用していた包装・表示・提供用・納品用資材から、別の資材へ切り替えるために必要

となる初期対応の経費です。

ポイント サンプル・試作・小ロット・合理的な初回発注など「切替初期の対応」が

対象。通常の購入や在庫確保は対象外。

対象となる場合があるもの

• 代替資材の材質・形状・サイズ・強度等

を確認するサンプル購入

• 変更後の包装・表示・提供・納品を確認

する試作・検証用小ロット発注

• 最小ロット等により切替初期に必要とな

る合理的な初回発注

対象外となるもの

• 従来と同じ資材の通常仕入れ

• 既存資材の買い増し

• 転換後の継続的な通常発注

• 価格高騰分の差額補填

• 販売規模・転換内容に照らし過大な発注

（代表例）
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第1部 事業の概要

5-2 表示データ等修正費

資材変更、容器変更、納品形態変更に伴い必要となるラベルサイズ、貼付位置、版下、印刷

データ、納品表示データ等の修正に要する経費です。

ポイント 「資材変更に伴う表示の修正」が対象。見た目の刷新や販促・ブランド目的の

デザインは対象外。

対象となる場合があるもの

• 容器・包装資材変更に伴うラベルサイズ

変更

• 材質・内容量・取扱方法・注意表示等の

修正

• 代替資材・新仕様に合わせた版下・印刷

データ修正

• 納品ラベル・配送表示・管理ラベル等の

修正

対象外となるもの

• 単なるデザイン刷新

• 販促チラシ・ポスター・広告物の作成

• 新商品のブランド制作

• 既存デザインの見た目だけの変更

• 資材変更と関係のない食品表示、成分表

示、ブランド表示等の見直し

（代表例）
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第1部 事業の概要

5-3 加工・印刷・外注費

包装仕様・表示内容・提供方法又は納品形態の変更に伴い、初期対応として必要となる印刷

・加工・裁断・封入・封緘・ラベル貼付・梱包作業その他外注に要する経費です。

ポイント 補助対象となるのは、転換に伴う初期的な加工、印刷、確認作業等に限ります。

抜型・試作印刷・テストカットなど「転換の初期対応」が対象。通常出荷分の

作業費は対象外。

対象となる場合があるもの

• 新しい包装仕様に合わせた抜型代

• 表示・資材変更に伴う版代・校正刷り

• 変更後の仕様確認のための試作印刷・テ

ストカット

• 納品形態変更に伴う初回梱包仕様確認

対象外となるもの

• 通常販売分の印刷費

• 通常出荷の封入・封緘・梱包作業費

• 継続的なラベル貼付費

• 既存包装材の追加印刷費

• 人手不足を補う通常作業外注費

（代表例）
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第1部 事業の概要

5-4 適合確認・試験費

代替資材・変更後の包装仕様・表示内容・提供方法又は納品形態等が、販売・サービス提供

又は納品に使用可能であることを確認するために必要な試験・確認・試験加工等に要する経費

です。

ポイント 「代替資材が使えるかの確認」が対象。商品開発の研究や通常の品質検査は

対象外。

対象となる場合があるもの

• 輸送・保管に耐えられるかの強度確認

• 食品・製品・納品条件等への耐水性・耐

油性確認

• 代替資材で包装・加工・貼付が可能か確

認する試験加工

• 変更後の包装で品質保持が可能かの保存

性確認

• 取引先条件への適合確認

対象外となるもの

• 通常の事業活動として恒常的に実施して

いる検査

• 資材変更や納品形態変更と関係のない法

定検査

• 補助対象事業との関係が薄い試験

（代表例）
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第1部 事業の概要

5-5 専用機器導入費

補助対象事業に専ら使用し、資材変更・包装仕様の変更・提供方法又は納品形態の変更に直

接必要となる、小規模な加工機器・裁断機・紙緩衝材製造機の導入に要する経費です。

ポイント 「転換に直接必要な小規模・専用の機器」が対象。汎用設備や生産能力増強目

的の設備は対象外。

対象となる場合があるもの

• 代替資材を使用するために必要な小規模

加工機器

• 新包装仕様に合わせ資材を裁断する裁断

機

• 緩衝材変更に必要な紙緩衝材製造機

• 転換後の包装・提供・納品形態に直接必

要な専用補助機器

対象外となるもの

• 汎用設備

• 通常の生産設備

• 既存設備の更新

• 生産能力増強を主目的とする設備

• パソコン・プリンター等の一般事務機器

（代表例）
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第1部 事業の概要

5-6 その他直接必要な経費

上記の5区分に明確に当てはまらない場合であっても、補助対象事業の実施に直接必要な経

費で、市長が特に必要と認めるものは対象となる場合があります。

ポイント 取組内容、従来・転換後の仕様、価格・数量・取引内容が確認できる資料等を

もとに該当性を確認します。

対象となる場合があるもの

• 個別事情により必要な直接経費

• 他の区分に当てはめにくい初期対応経費

対象外となるもの

• 通常営業費

• 固定費・人件費・家賃・光熱費

• 補助事業との関係が薄い経費

• 必要性・妥当性を確認できない経費
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第1部 事業の概要

6 対象外経費

この補助金は、資材不足又は価格高騰に対応し、販売・提供・納品を継続するために必要な

仕様変更や販売形態の転換を支援するものです。次のような、通常の仕入れ・在庫確保・価格

高騰分の単純な補填・販売促進を目的とする経費や、補助対象事業に直接必要とはいえない経

費は対象外です。

通常仕入れ

従来と同じ資材を通常どお

り購入する費用

買い増し・在庫確保

多めの購入、値上がり・不

足に備えた在庫確保

価格高騰分の

単純な補填

値上がりした資材を従来ど

おり買う差額補填

販促物作成・広告宣伝費

チラシ、ポスター、広告、

POP、キャンペーン制作物

単なるデザイン刷新

イメージ向上・ブランド刷

新・見た目改善が主目的

汎用設備・通常設備

他用途にも使える設備、通常生

産設備、既存設備の更新

固定費・人件費

人件費、家賃、光熱費、通

信費、通常の事務費等

工程用資材

製造・施工・栽培工程で

使い、販売等の継続に

直接関係しない

重複補助となる経費

国・北海道・市等から同一事

業において補助等を受けてい

るもの、受ける予定のもの

！ 同じ資材でも「転換の初期対応」に当たるかで対象・対象外が変わります。通常仕入れ・

在庫確保・単純な差額補填は対象外です（対象となる経費は 5-1〜5-6 を参照）。

※その他、対象外経費
・現金で支払った経費
・支払先、支払日、支払金額、支払者を客観的に確認できない支払
・消費税及び地方消費税
・振込手数料、代引手数料等
・ポイント、クーポン等で支払った分
・申請書、報告書等の作成代行費
・自社人件費
・汎用性の高い備品、通常事務用品
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第1部 事業の概要

7 補助事業の流れ

1 事業者 交付申請書兼事業計画書に必要書類を添えて提出

▼

2 旭川市 申請内容・対象要件・対象経費・添付書類等を審査

▼

3 旭川市 交付の可否及び交付決定額を決定し、通知

▼

4 事業者
交付決定の内容に従って補助事業を実施
※交付決定前に発注、契約、納品又は支払を行った経費であっても、

補助対象期間内の経費であり、補助対象事業に該当すると認められ

る場合は、補助対象となります。

ただし、交付決定前に行った取組について、補助金の交付を約束

するものではありません。▼

5 事業者
事業完了後、期限までに実績報告書兼補助金交付請求書

を提出

▼

6 旭川市 実績報告を審査し、補助金額を確定

▼

7 旭川市 確定した補助金を指定口座へ振込

！ 交付決定後に、申請内容と異なる取組を行う場合や経費内容に変更が生じる場合は、

必ず事前に市へ相談してください。
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第1部 事業の概要

8 取組イメージ例

次の例は補助対象となる取組のイメージです。実際の対象可否は、申請内容、資材不足・価

格高騰の影響、従来／転換後の仕様、販売・提供・納品の継続との関連性、経費内容・数量の

妥当性等を確認して判断します。最小ロットであっても、販売規模、転換内容、使用見込みに

照らして過大な数量は対象外です。

1 容器の規格変更に伴うラベル修正

従来容器
（高騰・納期不安定）

別規格容器＋
ラベル・版下修正

対象になり得る経費

代替容器サンプル／小ロット／版下・印刷

データ修正／校正刷り

2 納品用緩衝材の変更

従来の緩衝材
（高騰・不足）

別素材・別仕様＋
梱包方法の確認

対象になり得る経費

代替緩衝材サンプル／小ロット／輸送強度

確認／テストカット

3 提供用資材の変更

テイクアウト容器等
（高騰・入手困難）

別規格・別仕様へ
変更

対象になり得る経費

代替提供用資材サンプル／小ロット／表示

ラベル修正／品質保持確認

4 最小ロットによる初回発注

代替資材へ
切替が必要

最小ロットによる
初回発注

対象になり得る経費

発注先の最小ロット等による合理的な初回

発注

5 納品ラベル・管理表示の変更

従来ラベルが
新資材に合わない

サイズ・貼付位置
表示内容を修正

対象になり得る経費

納品ラベルデータ修正／校正刷り／貼付確

認

6 小規模な専用機器の導入

従来の作業方法
では対応不可

転換に直接必要な
小規模機器を導入

対象になり得る経費

裁断機／小規模加工機器／紙緩衝材製造機

等

※ 上記は代表的なイメージです。同種の取組でも、通常仕入れ・在庫確保・価格高騰分の

補填・販促目的等は対象外となります（詳細は各経費区分 5-1〜5-6 を参照）。
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第2部 交付申請の手続き

9 申請受付について

交付申請は、旭川市が指定する電子申請フォーム又は郵送により受け付けます。電子申請の

場合は、交付申請書兼事業計画書の入力内容及び必要な添付書類を電子データで提出してくだ

さい。受付は、必要書類が不足なく提出され、市が申請内容を確認できる状態となった時点で

完了します。不足・不備がある場合は補正を依頼し、解消された時点で受付完了となります。

項目 内容

受付開始 令和8年7月22日（水）

受付終了 予算がなくなり次第終了（もしくは 令和8年11月30日（月）まで）

受付方法

・旭川市が指定する電子申請フォーム
リンク https://logoform.jp/f/DRVcP

・郵送申請
送り先：旭川市緑が丘東１条３丁目１番６号リサーチセンター２階

産業振興課 宛
↓各種様式はこちらからダウンロードください
https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/500/542/54501/545/d084
416.html

受付順
受付完了順
※書類が市に到達し、必要書類が不足なく提出され、市が申請内容を

確認できる状態となった時点で受付完了となります。

！ 受付は、電子申請フォームの送信時点ではなく、交付申請書兼事業計画書及び必要書

類が不足なく提出され、市が申請内容を確認できる状態となった時点で完了します。

提出書類に不足又は不備がある場合は、補正を依頼します。この場合、不足又は不備

が解消された時点を受付完了日とします。補正中に予算額に達した場合は、受付でき

ないことがあります。

参考資料は任意提出です。参考資料の添付がないことのみをもって受付未完了とはし

ません。ただし、交付申請書兼事業計画書の記載内容又は提出書類だけでは申請内容

を確認できない場合は、補正又は追加資料の提出をお願いすることがあります。

補助対象期間内に既に発注、契約、納品又は支払を行っている経費であっても、申請

内容の審査により補助対象外となる場合があります。交付申請前又は交付決定前に

行った取組について、補助金の交付を約束するものではありません。

https://logoform.jp/f/DRVcP
https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/500/542/54501/545/d084416.html
https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/500/542/54501/545/d084416.html
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第2部 交付申請の手続き

10 交付申請に必要な書類

交付申請書兼事業計画書に必要書類を添付して提出してください。提出書類は、次ページの

「提出書類チェックリスト」で確認してください。

申請時は、交付申請書兼事業計画書の記載内容により、資材不足又は価格高騰等の影響、従

来の仕様、転換後の仕様、取組内容及び見込まれる効果を確認します。添付書類としては、主

に補助対象経費の積算内容が確認できる資料を提出してください。

区分 書類

全員共通

交付申請書兼事業計画書（様式第１号）※Web申請の場合のみ提出不要

補助対象経費の金額、数量、仕様、取引内容が確認できる資料

「見積書・相見積」「カタログ」「仕様書」「価格表」「発注書」「契約書」

「請求書」等

※未発注又は未契約の経費は、原則として見積書を提出してください。

※既に発注、契約、納品又は支払を行っている経費は、見積書に代えて、発注書、

契約書、請求書、納品書、領収書、振込明細等により確認する場合があります。

※税抜１０万円以上の経費は、原則として２者以上の見積書を提出してください。

取得できない場合は、相見積を取得できない理由書を提出してください。

※見積書又は請求書に値引きの記載がある場合は、対象となる経費及び値引き額

が確認できる明細を提出してください。

市税を滞納していないことを証明する書類

法人

法人事業概況説明書の写し 又は 直近決算書

※決算期を一度も迎えていない場合は、事業の実態が確認できる書類

履歴事項全部証明書 又は 法人の全部事項証明書

個人
事業主

所得税青色申告決算書（一般用又は現金主義用）の写し 又は

収支内訳書（一般用）の写し

※決算期を一度も迎えていない場合は、開業届の控えの写し

本人確認書類の写し ※免許証・マイナンバーカード表面等

該当する
場合 営業許可証の写し

任意
参考資料
転換前後の違いを説明するため、写真、画像、カタログ、仕様書、図面、ラベル
案、サンプル写真、成果物イメージ等がある場合は添付してください。

○その他必要に応じ書類を求める場合があります。
○許可が必要な業種の場合は、「営業許可証の写し」を提出してください。
（例）・飲食店→飲食店営業許可証 ・タクシー→一般乗用旅客自動車運送事業許可証

・古物商→古物商許可 ・設計→建築士免許 ・建設業→建設業許可証
・宿泊施設→旅館業法に基づく許可証
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申請時 提出書類チェックリスト

○＝必須 △＝該当する場合に提出 ―＝原則不要 任意＝添付できる場合提出

書類
法人

決算あり
法人

決算未
個人

申告あり
個人

決算未
備考

交付申請書兼事業計画書 ○ ○ ○ ○
様式第1号
※web申請の場合不要

補助対象経費の金額、数量、仕
様、取引内容が確認できる資料

○ ○ ○ ○

「見積書・相見積」
「カタログ」「仕様
書」「価格表」「発注
書」「契約書」「請求
書」等

市税を滞納していない証明書 ○ ○ ○ ○ 発行後3か月以内

法人事業概況説明書写し又は決
算書

○ ― ― ― 法人のみ

事業の実態が確認できる書類 ― ○ ― △ 決算未到来の場合

履歴事項全部証明書等 ○ ○ ― ― 発行後3か月以内

青色申告決算書又は収支内訳書 ― ― ○ ― 個人事業主のみ

開業届の控えの写し ― ― ― ○ 決算未到来の個人

本人確認書類の写し ― ― ○ ○
運転免許証・マイナン
バーカード表面等

営業許可証の写し △ △ △ △ 営業許可が必要な業種

2者以上の見積書 △ △ △ △
税抜10万円以上の経費
は、原則提出

相見積を取得できない理由書 △ △ △ △
相見積を取得できない
場合

補助事業の内容が分かる資料 任意 任意 任意 任意
カタログ・仕様書・写
真・比較資料等

※提出された資料だけでは金額、数量、仕様、取引内容又は価格の妥当性が確認できない場合は、
追加資料の提出を求めることがあります。

第2部 交付申請の手続き
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事業の実態が確認できる書類

第2部 交付申請の手続き

（例）
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第2部 交付申請の手続き

11 申請書の記入方法

交付申請書兼事業計画書には、申請者の基本情報、補助事業の内容、従来の仕様、転換後の

仕様、見込まれる効果、補助対象経費等を記入します。単に購入する資材や経費を記入するの

ではなく、従来の資材・包装仕様・表示・提供方法・納品形態から、何をどのように変更する

のかが分かるように記入してください。

項目 記入する内容

資材不足・価格高騰等の影響

価格上昇率、入手困難の状況、納期遅延、数量制限、従来資

材を使い続けた場合の支障等を、できるだけ具体的に記入し

てください。

従来の仕様
これまで使用していた資材・包装仕様・表示内容・提供方法

・納品形態

転換後の仕様 今回の取組により、何をどのように変更するのか

今回の取組内容

サンプル購入、小ロット発注、表示修正、試作印刷、適合確

認、専用機器導入等の具体的な取組。代替資材の種類、変更

する仕様、発注数量、最小ロット、発注先の条件、試作又は

確認の内容等を記入してください。

取組により見込まれる効果

売上増ではなく、転換により、商品の販売、サービス提供又

は納品をどのように継続できるかを記入してください。単な

る売上増、販促効果、イメージ向上ではなく、資材不足又は

価格高騰への対応としての効果を記入してください。

経費内訳
経費区分、内容、数量、単価、税抜金額、補助対象経費、補

助金申請額等

※次ページ以降の記入例は、申請内容の一例です。実際の補助対象可否は、資材不足又は価格高騰

の影響、転換前後の違い、販売・提供・納品の継続との関係、経費・数量の妥当性等を確認して判

断します。記入例と同様の取組であっても、補助対象となることを保証するものではありません。



記入例：様式第１号 企業概要（法人の場合）
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包装資材等転換支援補助金 交付申請書兼事業計画書

法人名、所在地、法人番号等は、
履歴事項全部証明書の記載と一致
させてください。



記入例：様式第１号 企業概要（個人事業主の場合）
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包装資材等転換支援補助金 交付申請書兼事業計画書

所在地は本人確認書類の住所を記入
してください。屋号がない場合は、
事業者名欄に本人の氏名を記入して
ください。



記入例：様式第１号 事業内容（①資材変更）
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9

価格上昇率、追加値上げ、納期の変化等を、
可能な限り数値で記入してください

容器だけでなく、個装フィルム、仕切り材、表示
ラベル等、転換に伴って変更する内容を具体的に
記入してください。

事業開始日は最初の発注・契約等の日 完了日は納品及び支払が完了する予定日



記入例：様式第１号 事業内容（①資材変更）
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実物写真が準備できない場合
は、カタログ、仕様書、参考
画像等でも構いません。



記入例：様式第１号 事業内容（①資材変更）
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1. 品名・型番・単価・数量は、見積書、価格表等の記載と一致させ、税抜額で記入し

てください。

2. 小ロット又は初回発注分は、最小ロット、月間使用量、試作・検証に必要な数量等

を説明できるようにしてください。

3. 税抜10万円以上の経費は、経費項目ごとに原則として2者以上の見積書が必要です。

取得できない場合は理由書を提出してください。



記入例：様式第１号 事業内容（②梱包材内製化）
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資材が高騰していることだけでなく、最低発注数量、
供給状況、納期等により、出荷にどのような支障が
生じているかを記入してください。

導入する機器が、今回の資材転換に直接必要であり、
本事業に専ら使用することを記入してください。

通常設備の更新や単なる生産能力の増強ではなく、梱包資材を転換し、
納品を継続するための導入であることが分かるように記入してください。



記入例：様式第１号 事業内容（②梱包材内製化）
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転換前後で使用する資材と梱包方法の違いが分かる写真を添付してください。
資材だけでなく、実際の製品をどのように梱包するかが分かる写真があると、
変更内容を確認しやすくなります。



記入例：様式第１号 事業内容（②梱包材内製化）

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 31

1. 機器本体、設置・調整、確認試験等は、それぞれの内容と金額が分かるように分け

て記入してください。

2. 機器の型番、用途、仕様は、カタログや見積書と一致させてください。

3. この記入例の経費は全て税抜10万円以上のため、原則として経費項目ごとに2者以上

の見積書が必要です。



記入例：様式第１号 事業内容（③提供形態変更）

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 32

８

容器価格の上昇だけでなく、販売価格や利益へ
の影響、テイクアウト販売の継続にどのような

支障が生じているかを記入してください。

容器の変更に伴い、フタ、仕切り、表示
シール、注意表示等をどのように変更す

るかを一体的に記入してください。

代替容器が汁物、揚げ物、保存、持ち運び等に使用できる
か、確認する内容を具体的に記入してください。



記入例：様式第１号 事業内容（③提供形態変更）

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 33

容器の材質・形状だけでなく、フタ、仕切り、表示
シール等の変更点も分かるようにしてください。複
数の容器を導入する場合は、それぞれの用途を記載

すると分かりやすくなります。



記入例：様式第１号 事業内容（③提供形態変更）

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 34

1. 代替容器の導入分は、通常仕入れではなく、試作・検証又は切替初期に必要な数量

であることを説明できるようにしてください。

2. 導入数量について、最小ロット、販売数量、試験予定数等の根拠が分かる資料を用

意してください。

3. 表示シール等の修正は、容器変更に伴い必要となる範囲が対象です。販促や見た目

の刷新を主目的とするデザイン費は対象外です。
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第3部 事業実施中・実績報告の手続き

12 変更・中止が必要な場合

交付決定を受けた後に申請時の内容から補助事業の内容や経費を変更しようとする場合は、

事業を進める前に市へ相談してください。申請時と異なる内容で発注・契約・支払等を行った

場合、補助対象として認められないことがあります。

変更の内容 例

補助事業の計画内容を変更する場合
導入する資材、包装仕様、表示内容、提供方法、納品

形態等を変更する

補助対象経費の内容を変更する場合

申請時に提出した価格、仕様、数量、取引内容が確認

できる資料と異なる発注を行う。

※既に発注、納品、支払が完了している経費について

は、変更承認により事後的に補助対象とできない場合

があります。

交付決定額が2割以上減額となる場合

事業内容の縮小、発注内容の変更、見積額の減少等に

より補助金額が大きく減る

※交付決定後に補助対象経費が増額となった場合でも、

補助金額を増額することはできません。補助金額は、

交付決定通知書に記載された交付決定額を上限としま

す。

補助事業を中止又は廃止する場合 事業を実施しない、途中で取りやめる

！ 軽微な変更であっても、補助対象経費に該当するか、申請内容と整合しているかを確

認する必要があります。見積額、発注先、導入する資材の品番・規格・数量、表示デー

タ、加工内容、事業の実施時期等が変更となる場合は、事前に市へ相談してください。
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13 実績報告・請求に必要な書類

補助事業が完了したら、期限までに実績報告書兼補助金交付請求書に必要書類を添えて提出

してください。実績報告期限は、補助事業完了後30日以内です。実際に支出したことが確認で

きる書類、実施結果が分かる資料、振込先口座が確認できる資料が必要です。

確認 書類・項目 備考

□ 実績報告書兼補助金交付請求書

様式第6号。実施結果・実際に支出した経費・請求額を記入

※web報告の場合不要

報告フォームURL

https://logoform.jp/f/786WB

□ 支出を確認できる書類

発注書、契約書、納品書、請求書、領収書、振込明細、通帳

の写し等。

※支払方法は、銀行振込、口座振替、クレジットカード払い

等、支払者、支払先、支払日及び支払金額が確認できる方法

に限ります。現金払いは対象外です。

※領収書は支払内容を確認する資料の一つですが、現金払い

を補助対象とするものではありません。

□ 実施結果が分かる資料
転換前後の写真、変更後資材、包装、表示、納品形態、成果

物、仕様書等

□ 振込先口座が確認できる資料 通帳の写し、キャッシュカードの写し、口座情報画面等

□ 申請内容・変更承認内容との整合 交付決定又は変更承認を受けた内容どおりに実施しているか

□ 税抜金額の確認 消費税及び地方消費税相当額を除いているか

□ 対象期間内の実施・支払
補助対象期間内に発注又は契約、納品、支払等が行われてい

るか

第3部 事業実施中・実績報告の手続き

領収書のみでは、支払者、支払日、支払先及び支払金額を客観的に確認できない場合があるた

め、支払確認書類として認められないことがあります。銀行振込の場合は振込明細又は通帳の写

し、クレジットカード払いの場合は利用明細及び引落口座の通帳の写し等を提出してください。

https://logoform.jp/f/786WB


記入例：様式第６号 実績報告書兼補助金交付請求書

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 37



記入例：様式第６号 実績報告書兼補助金交付請求書

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 38



記入例：様式第６号 実績報告書兼補助金交付請求書

包装資材等転換支援補助金 申請の手引 39
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第4部 計算・税務・管理

14 補助金額の計算方法

補助金額は、補助対象経費（税抜）の4分の3以内で、1事業者当たり150万円を上限として

計算します。1,000円未満の端数は切り捨てます。

STEP
1

補助対象経費（税抜）

サンプル・小ロット・版下修正・

強度確認・裁断機等の合計

1,050,000円

STEP
2

補助率を乗じる

1,050,000円 × 0.75 ＝ 787,500円 × 3/4

STEP
3

1,000円未満切り捨て

上限150万円の範囲内 → 交付額

787,500円
↓

787,000円

！ 補助対象経費が上限額を超える場合でも、交付額は150万円が上限です。また、実績報

告時の補助対象経費が交付決定時の金額を下回った場合は、確定した対象経費に補助率

を乗じて再計算します。

参考：対象経費が105万円だった場合
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第4部 計算・税務・管理

15 消費税及び地方消費税の取扱い

補助対象経費は、消費税及び地方消費税相当額を除いた税抜額で計上します。見積書・請求

書等が税込表示の場合は、税抜額に換算して申請してください。仕入税額控除の対象となる消

費税額は補助対象外です。

16 関係書類の保存・財産管理

補助事業に関する関係書類は、補助事業完了の翌年度から起算して7年間保存してください。

市から提出や提示を求められた場合は、速やかに対応できるよう整理しておいてください。

区分 主な書類

交付申請関係 交付申請書兼事業計画書、添付資料等

交付決定関係 交付決定通知書、変更承認通知書等

見積・発注関係 見積書、相見積、発注書、契約書等

納品・成果関係 納品書、成果物、仕様書、写真等

支払関係 請求書、領収書、振込明細、通帳の写し等

実績報告関係 実績報告書兼補助金交付請求書、添付資料等

財産管理

！ 補助金で取得した財産を、交付目的に反して譲渡・交換・貸付・取壊し・廃棄又は

担保提供しようとする場合は、事前に市の承認を受ける必要があります。

例：税込５０，０００円の場合

５０，０００円÷１．１＝４５，４５４円

小数点以下は切り捨て、税抜額４５，４５４円として計算します
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第4部 計算・税務・管理

17 交付決定の取消し・補助金の返還

交付決定の内容や条件に違反した場合、虚偽の申請又は実績報告を行った場合、補助金を目

的外に使用した場合等は、交付決定の全部又は一部を取り消すことがあります。既に補助金が

支払われているときは、期限を定めて全部又は一部の返還を求めることがあります。確定額を

超えて支払われている場合は、その超える部分の返還が必要です。

特に注意が
必要なケース

内容

無断変更 申請時と異なる資材・機器・経費を、市に相談せずに発注した場合

対象外経費の報告
通常仕入れ・在庫確保・継続購入に当たる経費を補助対象として報告
した場合

虚偽報告 実際には支払っていない経費を実績報告に含めた場合

重複補助 同じ経費について、他の補助金等も受けていた場合

財産処分 補助金で取得した機器を、市の承認なく売却・廃棄・貸付等した場合
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第5部 チェック・問い合わせ

18 よくある不備・注意事項

申請内容から、資材不足・価格高騰への対応であること、従来から転換後への変更内容、販売・提

供・納品の継続との関係が確認できない場合は、補助対象として認められないことがあります。

区分 よくある不備 注意点

申請内容 転換前後の違いが分からない
従来の仕様と転換後の仕様を具体的に記載し
てください。

申請内容 販売等の継続との関係が分からない
取組により販売・提供・納品をどう継続でき
るかを記載してください。

経費 通常仕入れが含まれている
従来と同じ資材の通常購入、転換後の継続購
入は対象外です。

経費 在庫確保が含まれている
将来の値上がり・不足に備えた買い増し、ま
とめ買いは対象外です。

経費 現金で支払っている
現金払いは補助対象外です。銀行振込、口座
振替、クレジットカード払い等、支払の事実
を確認できる方法で支払ってください。

経費 税込額で記入している 補助対象経費は税抜額で記入してください。

経費 「一式」記載で内訳が不明
数量・単価・用途・内容が分かる資料を提出
してください。

添付書類
補助対象経費の金額、数量、仕様、
取引内容が確認できる資料が不足し
ている

申請する経費の見積書、相見積、カタログ、
仕様書、価格表、発注書、契約書、請求書等、
必要な資料を提出してください。

添付書類 相見積又は理由書がない

税抜１０万円以上の経費は、原則として２者
以上の見積書が必要です。取得できない場合
は、相見積を取得できない理由書を提出して
ください。

変更手続 交付決定後に無断で内容を変更
申請時と異なる内容で実施する場合は事前に
市へ相談してください。

実績報告 支払確認資料が不足
請求書・領収書・振込明細・通帳の写し等を
提出してください。

実績報告 実施結果が分かる資料がない
転換前後の違いが分かる写真・成果物等を提
出してください。
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申請前・実績報告前チェック

申請前チェック

 資材不足・価格高騰の影響が具体的に記載されているか

 従来の仕様と転換後の仕様の違いが分かるか

 販売・提供・納品の継続につながる取組か

 通常仕入れ・在庫確保・価格高騰分の補填を含んでいないか

 補助対象経費は税抜額で記入しているか

 申請書の金額、数量、品番、仕様等が、提出資料と一致しているか

 必要な添付書類がそろっているか

実績報告前チェック

 交付決定又は変更承認を受けた内容どおりに実施しているか

 実際に支払ったことが分かる書類がそろっているか

 請求書・領収書・振込明細等の金額が一致しているか

 転換前後の違いが分かる写真や成果物があるか

 補助対象期間内に実施及び支払が完了しているか

 振込先口座が確認できる資料があるか

第5部 チェック・問い合わせ



https://logoform.jp/f/DRVcP https://logoform.jp/f/786WB

078-8801

https://logoform.jp/f/DRVcP
https://logoform.jp/f/786WB
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